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1. 緒言 

建物の進行性崩壊現象は，2001 年の米国同時多発テロによ

る WTC ビルの全体崩壊によって広く認識されることとなっ

た[1]．進行性崩壊が発生する危険性は欠損の規模，建物の強

度など様々な構造パラメータに依存する．本稿では，建物の

構造強度に関する評価指標と進行性崩壊の規模との関連性

を調査することを目的とし，大規模骨組構造の構造解析に実

績のある ASI-Gauss 法[2]を用いて建物から単層区画内の特

定の柱を除去する崩壊解析を行った．構造強度に関する評価

指標としては，柱部材が建物全体の強度に対して有する寄与

度を表すキーエレメント指標[3]（以下ܫܭ），柱の除去により

建物の上部構造に生じる転倒モーメント，および残存する柱

が負担する平均軸応力を用いた．  
 

2. 構造強度に関する評価指標 

2-1 キーエレメント指標 

は，建物の強度に対する柱の寄与度を数値化したものでܫܭ

ある．建物の全柱梁接合部に対し鉛直方向に荷重増分を与え，

最下層のいずれかの柱部材に降伏現象が生じた際の荷重を

降伏限界荷重ܲீ とし，任意の݅層内の柱番号ܽにおけるܫܭを以

下のように定義する[3]． 
 

௜,௔ܫܭ ൌ ܲீ଴ ܲீଵ ሺ݅, ܽሻൗ  (1) 

 
添え字の 0 は，健全な状態の建物の降伏限界荷重であること

を示す．また，添え字の 1 は，柱を 1 本除去した状態での建

物の降伏限界荷重であることを示す．すなわちこの場合のܫܭ
は，健全な建物の強度に対する柱 1 本の寄与度を表す．  
 本稿において，キーエレメント指標の積算値（以下ܫܭ積算

値）を除去される全ての柱のܫܭを足し合わせたものと定義し，

以下のように表す． 
 

積算値ܫܭ ൌ෍෍ൣܫܭ௜,௠ሺ௜,௝ሻ൧

௟೔

௝ୀଵ

ோ

௜ୀଵ

 
 
(2) 

 
ここで，ܴ ，݈ ௜，݉ ሺ݅, ݆ሻはそれぞれ建物の全層数，݅層で除去さ

れる柱の本数，およびその	 ݆本目の柱番号を表す． 
2-2 転倒モーメント 
 柱除去の非対称性により上部構造に生じる回転力と進行

性崩壊の規模との関連を調査するため，柱除去後の建物の上

部構造に生じる転倒モーメントを算出する．ここで建物の上

部構造とは，柱除去層よりも上部に存在する部材から構成さ

れる部位とし，柱除去後に柱除去層内に残存する柱を含む． 
Fig. 1 に示すように，転倒モーメントは，上部構造の重量ܹ
と，上部構造の重心と柱除去層内に残存する柱の図心間の水

平距離であるܮとの積により求める． 
2-3 残存する柱が負担する平均軸応力 
 同一の建物内に存在する柱でも，その断面積は柱ごとに異

なる．そこで本稿では，柱除去後に残存する柱が負担する平

均軸応力を算出する．残存する柱が負担する平均軸応力は，

上部構造の重量を柱除去後に柱除去層内に残存する柱の断

面積の総和で除すことにより求める． 

 

3. 解析モデルと解析条件 

解析対象として，Fig. 2 に示すような 10 層 3×3 スパンの鋼

構造建築物をモデル化した．建物の柱部材には SM490 の鋼

材を用いた角形鋼管，梁部材には SM400 の鋼材を用いた H
型鋼を使用した．床については全て塑性化が生じない弾性要

素とした．モデルを設計する際，建物には固定荷重と積載荷

重を足し合わせて 800 kgf/m2 の荷重が作用するものとした．

柱と梁の断面寸法は，ベースシア係数に基づき建物に必要と

される水平耐力を満たすように決定した．建物の進行性崩壊

現象を顕在化させるため，ベースシア係数を 0.048 と設定し，

最大軸力比 0.3 となるモデルを設定した．日本の建築基準に

対してはかなり低強度のモデルとなっている． 
建物の崩壊形態は，除去する柱の本数や位置などによって

変化することが予想される．本稿では，単層区画内の柱除去

に限定し，柱除去本数を 1 本から 10 本まで変化させた．各
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柱除去本数に対して 3 種類の柱除去位置を設定した．柱除去

層を 1 階から 10 階まで設定することで計 300 パターンの解

析を行った．時間増分は 1.0 ms とし，計 10.0 s まで解析を行

った．解析中，柱の除去は 1.0 s 時に行った．  
進行性崩壊の規模を定量的に評価するための指標として，

次の崩壊前後における解析モデルの位置エネルギーが減少

した割合を表す位置エネルギー減少率を用いた． 
 

位置エネルギー減少率ൌ
௎బି௎೑
௎బ

   (3) 

 
ここで，ܷは解析モデルが有する位置エネルギーを示し，添

え字0, ݂はそれぞれ健全時，解析終了時の値であることを示

す．位置エネルギーܷは，モデルを構成するはり要素の位置

エネルギーの和として以下の式で定義する． 
 

ܷ ൌ ∑ ሺߩ௜ ൈ ௜ܣ ൈ ݈௜ ൈ ݃ ൈ ௜ሻܪ
௜ಾ
௜ୀଵ   (4) 

 
ここで，݅は要素番号，݅ெは破断要素を除く要素数，ߩは密度，

は地表面ሺܼܪ，は断面積，݈は要素長ܣ ൌ 0ሻから要素中央部ま

での高さを表す．なお上式を破断していない要素のみに適用

し，崩壊の規模を過大に評価した．位置エネルギー減少率が

1.0 に近いほど崩壊の規模が大きいことを示す． 
 

4. 解析結果 

解析によって得られたܫܭ積算値と位置エネルギー減少率

の関係を Fig. 3 に，転倒モーメントと位置エネルギー減少率

の関係を Fig. 4 に，残存する柱が負担する平均軸応力と位置

エネルギー減少率の関係を Fig. 5 に示す．なお，各グラフの

(a)と(b)はどちらも同一の結果を示しており，(a)では柱除去

層を,(b)では柱除去本数を凡例として整理している． 

Fig. 3 の各グラフを見ると，ܫܭ積算値が大きい柱除去の解

析ほど，位置エネルギー減少率が 1.0 に近付くような大規模

な崩壊が生じ易いことが確認できる．今回の解析モデルでは，

積算値がܫܭ 10 前後の柱除去から大規模な崩壊が生じ始めた．

また，Fig. 3(a)より柱除去層が低層であるほど大規模な崩壊

が生じ易いことが確認でき，Fig. 3(b)より柱除去本数が 9 本

を超える柱除去本数の場合から大規模な崩壊が生じている

ことがわかる． 
Fig. 4 を見ると，転倒モーメントが大きいほど大規模な崩

壊が生じ易いことが確認できる．続いて Fig. 5 を見ると，残

存する柱が負担する平均軸応力が大きいほど大規模な崩壊

が生じ易いことが確認できる．  
次に，ܫܭ積算値がほぼ同程度の値であるにもかかわらず，

崩壊挙動に差異が出た例について検証する．Fig. 3，Fig. 4，
Fig. 5 の各図(a)に解析結果 Case A と Case B を, 各図(b)に解

析結果 Case C と Case D を矢印で示す．Case A，B の柱除去

条件はどちらも柱除去層が 6 階，柱除去本数が 10 本であり，

Case C，D の柱除去条件はどちらも柱除去層が 5 階，柱除去

本数が 9 本である．Case A と CaseB，Case C と Case D では，

いずれもそれぞれ柱除去条件として層内柱除去位置のみが

異なる．Fig. 6 に各 Case における層内柱除去位置を示す． 
Fig. 7 に Case A の崩壊挙動を，Fig. 8 に Case B の崩壊挙動

を示す．Case A では 1.0 s 時の柱除去後，4.5 s 時に上部構造

に大きな傾きが生じ，その後柱除去層内に残存する柱に破断

が生じた．6.1 s 時に上部構造と下部構造が衝突して崩壊が進

行し，10.0 s 時には上部構造が崩壊した．一方 Case B では，

1.0 s 時に柱除去後，2.0 s 時には残存する柱の塑性化は見ら

れるものの，上部構造の大きな傾きや残存する柱の破断は生

じなかった．その後 10.0 s 時まで大きな崩壊は見られなかっ

た．  
Fig. 3(a)を見ると，Case A と Case B はܫܭ積算値が同程度の

値であるにも関わらず，Case A では位置エネルギー減少率が

0.5 程度の崩壊が生じ， Case B では殆ど崩壊が生じていない
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ことがわかる．Fig. 4(a)，Fig. 5(a)を見ると，残存する柱が負

担する軸応力は Case A，Case B とも同程度の値であるが，転

倒モーメントは補助線で示すように Case A の方が Case B よ

りも遙かに大きい．このことから．Case A の崩壊は大きな転

倒モーメントが生じたことが要因であると考えられる． 
次に，Fig. 9 に Case C の崩壊挙動を，Fig. 10 に Case D の

崩壊挙動を示す．Case C では 1.0 s 時の柱除去後，4.6 s 時に

手前側の柱が塑性化し，その後破断した．5.3 s 時に上部構造

と下部構造が衝突して崩壊が進行し，10.0 s 時には全体崩壊

した． 一方，Case D では 1.0 s 時の柱除去後，1.9 s 時に残

存する柱の塑性化は見られるものの上部構造の大きな傾き

や残存する柱の破断は生じなかった．その後 10.0 s 時まで大

きな崩壊は見られなかった． 
 Case C と Case D について Fig. 3(b)を見ると，ܫܭ積算値は

同程度であるにも関わらず，Case C では位置エネルギー減少

率が 0.8 程度の崩壊が生じ， Case D では殆ど崩壊が生じて

いない．Fig. 4(b)，Fig. 5(b)を見ると，転倒モーメントは Case 
C，Case D とも同程度の値であるが，残存する柱が負担する

軸応力は補助線で示すように Case C の方が Case D よりも大

きい．このことから，Case C の崩壊は残存する柱が負担する

軸応力が大きいことが要因であると考えられる． 
以上のように，ܫܭ積算値がほぼ同程度の値であるにもかか

わらず崩壊挙動に差異が生じる理由としては，転倒モーメン

トや軸応力の差異など，上部構造の非対称性に起因する要素

が挙げられる． 
 

5. 結言 

本稿では，建物の構造強度に関する評価指標と進行性崩壊

の規模との関連性を調査することを目的とし，単一のモデル

に対して様々な柱除去条件での崩壊解析を実施後，構造強度

に関する複数の強度指標と崩壊の規模との関係を調査した．

その結果，ܫܭ積算値，転倒モーメント，残存する柱が負担す

る軸応力の各パラメータが大きくなる柱除去条件ほど，進行

性崩壊の規模が大きくなることが確認された．また，ܫܭ積算

値が同程度である場合に，転倒モーメントや残存する柱が負

担する平均軸応力の大きさの違いが崩壊の発生の有無に影

響を与えることを確認した． 
今後は，構造強度に関する評価指標を用いることにより，

柱に欠損が生じた建物に進行性崩壊が発生する危険性を予

測する技術を開発することを目指す． 
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